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Ⅰ．奈良県域地域福祉計画の位置づけ

○ 本計画は、県域における地域福祉を推進するため、広域的な見地

から、市町村が行う地域福祉推進の取組を支援する「県の市町村支

援計画」（社会福祉法第１０８条）であるとともに、県がコーディ

ネート役となって、国の制度や地域福祉に関連する分野を市町村や

地域につなぐとともに、自らも主体的に取り組む「県域の地域福祉

計画」です。

○ また、県、市町村、社協、民間団体等が、地域における課題認識

を共有し、その課題解決に向け、県も現場において市町村等様々な

主体と協働・連携して取り組む福祉分野の「奈良モデル」推進計画

です。

Ⅱ．計画の期間

○ 本計画の実施期間は、平成２８年度から平成３０年度までの３年

間とします。

Ⅲ．計画の構成

○ 県域の地域福祉を推進するうえでの「県域地域福祉推進大綱」と

施策を体系化させた「アクションプログラム」の２部構成とします。
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Ⅳ．計画の基本的な考え方

１．「県域」の地域福祉計画の考え方

○ 「県域」の地域福祉計画の発想の原点は、国の階層的・縦割り的

な福祉制度を一旦県で融合し、奈良県域の地域福祉に転換させて、

それを各市町村や関係機関・団体につなげようとするものです。

○ また、地域福祉の中には、既存の「福祉」の考え方のほか、地域

住民の生活に密接に関連する「医療」、「就労」、「健康」などの幅

広い分野の制度や取組も含まれており、これらについても、まちづ

くりや地域包括ケアシステム、生活支援システムといった観点から、

それぞれの地域の特性やニーズに合わせてコーディネートし、各市

町村等につげるものです。

○ とりわけ、市町村によっては取り組みにくい「医療」や「就労」

等の分野とのコーディネートは「県域」の地域福祉の重要課題と位

置づけています。

○ 奈良県地方創生総合戦略及び、奈良県高齢者福祉計画及び奈良県

介護保険事業支援計画、奈良県障害者計画、奈良こどもすくすく・

子育ていきいきプラン等の分野別計画との整合を図りつつ、福祉以

外の分野とも連携しながら地域福祉を推進します。

２．県の基本的な役割

○ 県は、「奈良県域の地域福祉のあり方、目指すべき方向性、施策

体系」等について、市町村や社会福祉協議会などの多様な主体と認

識を共有し、チーム力を発揮して、それぞれが個別具体的な取組を

実行するとともに、必要に応じて柔軟に協働・連携した取組を実行

することにより、「持続可能な地域福祉のシステム」の構築を目指

します。
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○ 県は、県域の地域福祉のコーディネート役として、国の制度や地

域福祉に関連する各分野の取組等を市町村や関係機関等につなぎ、

「奈良モデル」の考え方に基づき、本県の県域の地域福祉を推進し

ます。

目標①：県は、国の法制度（縦割り）を融合させ、奈良県域の地域福祉

に転換を図る。

目標②：県は、まちづくりや地域における生活支援といった観点から、

各分野の施策に横串しを通し、県内各地域のニーズや目標に応

じた地域福祉を推進する。

目標③：県は、市町村によっては取り組みにくい医療や就労等の分野に

おける施策を重点的に推進する。

目標④：県は、市町村や県社協、関係機関・団体等と協働・連携して取

り組む「奈良モデル」として推進する。

目標⑤：県は、「めざす地域の姿」の実現に向け、様々な主体と協働・

連携しながら、県内全域において持続可能な地域福祉のシステ

ムを構築する。

○ 県は、県域・地域で活動する様々な人（主体）をネットワーク化

し、つなぎ合わせることにより、地域における総合的支援力の向上

を図り、県域の地域福祉を推進します。

目標①：県は、市町村域では出口の見えない課題を、県域レベルの専門

機関等に繋ぎ、課題を解決する「県域の仕組み」(県域の支援

ネットワーク)を構築する。

目標②：県は、県社協や市町村と協働して、県域・地域のネットワーク

を活用する核となる人材を養成・確保する。

目標③：県は、県社協や市町村と協働して、日常生活の課題を解決する

「地域の仕組み」（市町村域の生活支援ネットワーク）の構築

を支援する。

目標④：県は、県域・地域の二重のネットワークを構築し、地域におけ

る様々な生活課題の解決をサポートする仕組みを構築すること

により、総合的な地域福祉を推進する。
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３．対象者

○ 高齢者、障害のある人、子育て中の人等に加え、各福祉制度の狭

間で支援が行き届かない人等を含め、地域で暮らしているすべての

人を計画の対象とします。

《参考》社会福祉法（抜粋）

（地域福祉の推進）

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活

動を行う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構

成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に

参加する機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならない。

（市町村地域福祉計画）

第１０７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的

に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定し、又は変更しよう

とするときは、あらかじめ、住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者その他

社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう

努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。

１ 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項

２ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項

（都道府県地域福祉支援計画）

第１０８条 都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を通

ずる広域的な見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる事

項を一体的に定める計画（以下「都道府県地域福祉支援計画」という。）を策定し、

又は変更しようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民その他の者の意見

を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、その内容を公表する

よう努めるものとする。

１ 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項

２ 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項

３ 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発

達のための基盤整備に関する事項
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